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農業生産，農家の生計の場である農地が，環境保全上の役割などの多面的な機能を持つことは，

広く認知されてきている。なかでも，都市近郊地域の農地においては，新鮮な農作物の供給に加

え，居住環境保全や保健休養など，住民が農地から享受しうる様々な機能の重要性が指摘されて

いる。近年では，「農のあるまちづくり」等の取り組みに代表されるように，都市近郊地域の農地

を地域の資源として，積極的に地域づくりに生かしていこうという動きも活発化している。 

しかしながら，人口停滞・減少の時代を向かえ，都市近郊地域においては，農業従事者の高齢

化と減少の進行にともない，農地の利用・管理を担ってきた基盤の脆弱化が進み，耕作放棄地等

の利用・管理のなされない農地が数多く生じている。こうした農地が発生・残存していくことは，

都市近郊地域の農地が有してきた多面的な機能を損なっていくことにも繋がる。 

一方，都市近郊地域では，高齢者を中心とした非農家（都市住民）の農に対する関心の高まり

を背景に，農作物栽培などを通じて非農家が積極的に地域の農地に関わる事例が多く見られるよ

うになってきている。こうした動きの中には，従来までの個人の趣味や余暇活動としての農作物

栽培の枠を超え，耕作放棄地が数多く発生する都市近郊農地の保全の一端を担うような試みも確

認される。しかし，現況において，非農家による農的な活動の多くは，余暇的なものとして扱わ

れており，地域の農地の保全・管理を担う取り組みとしては位置付けられていない。 
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今後，都市近郊農地の保全・管理のあり方を考えていく上では，都市近郊農地を農家の生計基

盤・農業生産の場のみならず，高齢化が進行する都市近郊地域の住民への農作物栽培の機会の提

供や新鮮な農作物供給などの機能を有する都市近郊地域の地域資源として捉え直していくことが

重要である。加えて，農家のみによる農地の保全・管理が困難になりつつある現状を踏まえれば，

高齢者を中心とした農に関心を持つ非農家を，都市近郊農地の保全・管理を担う主体として位置

付ける農地の保全・管理のあり方を検討していくことが不可欠である。 

 

こうした時代背景・問題意識から本研究では，非農家による都市近郊農地の保全・管理の実現

に向けた農地利用のあり方を検討することを目的とした。具体的には，①非農家による都市近郊

農地の保全・管理の展開が可能な地域の解明（第２章），②非農家による保全・管理の対象となる

都市近郊農地の解明（第３章），③非農家による都市近郊農地の保全・管理の実現に向けた方策と

課題（第４章）の３つの課題を通じて，本研究の目的を達成した。 

 

第２章では，非農家による都市近郊農地の保全・管理の展開が可能な地域を，首都圏の近郊地

域（首都圏整備法における近郊整備地帯に指定された地域）を対象に，マクロスケールでの検討

をおこなった。具体的には，非農家による保全・管理の可能性，非農家への農作物供給の可能性

の２点から明らかにした。 

非農家による保全・管理の可能性について，非農家による農地保全・管理の必要性，非農家の

農地保全・管理への関与の可能性の２点から検討した。まず，非農家による農地保全・管理の必

要性は，非農家による農地保全・管理を展開する上で，基となる農家による農地利用の状況から

検討をおこなった。具体的には，農業集落単位での農地利用状況，利用状況と関連する農家の経

営規模・形態などにもとづく地域区分を実施した。農林業センサスから得られる農業集落単位の

農家の経営規模・形態，農業労働力に関わる指標にもとづき主成分分析を実施し，抽出された主

成分得点をもとにクラスタ分析をおこない，結果，農家の規模や経営構造等から特徴付けられる

「大規模型」，「小規模型」，「専業・主業型」，「低利用型」の４つの類型を得た。結果，非農家に

よる農地保全・管理の検討の必要性の高いと考えられる類型として，経営耕地面積に占める貸付

農地や耕作放棄地の割合が高く，集落内の農地利用が低調な「低利用型」，都市化等の影響にとも

ない，経営基盤の脆弱な小規模零細な農家の占める割合の高い「小規模型」の２つの類型を抽出

した。 

次に，非農家の農地保全・管理への関与の可能性については，高齢者の割合等の地域の年齢階

層別の人口構成に着目し，地域区分を実施した。結果，卓越する年齢階層から特徴付けられる「青

年期型」，「壮年期型」，「中年前期型」，「中年後期型」，「バランス型」，「高年期型」の６類型を得

た。非農家の農地保全・管理への関与の可能性の高い類型として，今後，定年退職者の増加等に

ともない，65 歳以上の高齢者の急激な増加が予想される類型である「中年前期型」，「中年後期型」
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に着目し，両類型が分布する地域が，1970 年代後半から 1990 年代前半にかけて住宅地などの開

発が進行し，その後，開発の進行が鈍化した地域であることを明らかにした。 

非農家への農作物供給の可能性については，農業集落を単位に農作物（野菜類）の地域内需給

比を算出することにより，検討をおこなった。具体には，農業集落内の人口及び農地（畑地）面

積を求め，単位面積あたりの農作物（野菜類）の生産量，一人あたりの野菜類の消費量をもとに，

地域内での需給比を算出した。結果，対象地域に設定した近郊整備地帯においては，地域内自給

が可能な集落が約 5 割存在し，需給のバランスも考慮した場合（需給比 0.5～2.0），市街化区域

と農業振興地域にまたがる農業集落，人口集中地区を含むもしくは隣接する農業集落など，区域

区分境界付近に立地する農業集落が多く該当することが明らかになった。 

 

第３章では，第２章でおこなったマクロスケールでの検討の結果を受けて，非農家による保全・

管理の対象となりうる都市近郊農地について検討した。具体的には，現況において成立している

非農家による農地利用について，その分布と立地特性，従前の農地利用を含めた成立過程を明ら

かにすることにより，非農家による保全・管理の対象となる農地の検討をおこなった。 

まず，非農家による農地利用の立地特性については，現況において成立している非農家による

農地利用の例として，農園利用方式による市民農園に着目し，その分布と立地特性の解明をおこ

なった。農園利用方式による市民農園の分布については，埼玉県北東部の 12 市町を対象に，空中

写真判読により分区形状を有する農地を抽出し，現地踏査，利用者への聞き取り調査を併用する

ことにより把握した。結果，７割以上の農園が市街化調整区域，５割以上が農業振興地域に立地

している一方で，９割以上の農園が人口集中地区から 500ｍ以内の場所に立地していることが明

らかになった。このことは，区域区分境界付近など市街地に近接した地域に，農園利用方式によ

る市民農園が立地していることを示している。加えて，農園利用方式による市民農園は，近隣の

住民等からの勧誘，知り合いの農家（農地所有者）への利用交渉，農家からの勧誘など，開設主

体である農家と利用者である非農家，利用者間の近い関係により成立している例が多いことも明

らかになった。 

次に，非農家による農地利用の成立過程については，空中写真判読等による土地被覆変化の把

握と，聞き取り調査等にもとづく利用主体，利用目的等を含めた農地利用状況の把握をもとに，

非農家による利用を含めた農地利用の変化を解明した。結果，都市近郊地域の農地利用は，整備

や作付けの変化にともない農業利用を継続してきた農地における産業的な農地利用と，相対的に

農業的利用価値の低下した農地における非産業的な農地利用とに二極化してきたことが明らかに

なった。非農家による農地利用は，地区内で相対的に利用価値が低下した際に，整備・作目転換

等ができなかった畑地，丘陵地域においては未整備の水田，畑地（桑畑），台地域においては畑地

（普通畑）で成立していることが明らかになった。 
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第４章では，前章までの結果を受け，検討された地域・農地において，非農家による都市近郊

農地の保全・管理を図っていく上での方策と課題について整理をおこなった。 

まず，地域の非農家が参画する農地保全・管理の取り組みを既往研究・事例調査をもとに整理

をおこない，その結果をもとに，①非農家が直接的に農地利用に携わる農作物栽培を通じた取り

組み，②非農家が部分的，間接的に農家による農地利用を支援する取り組みの２点の方策に着目

した。 

非農家が直接的に農地利用に携わる農作物栽培を通じた取り組みにおいては，市民農園（特定

農地貸付方式，農園利用方式，農業体験農園）について，現在の開設状況等を把握し，非農家に

よる農地利用の観点からの利点と課題について整理をおこなった。あわせて，農作物栽培（市民

農園など）を通じて，非農家が主体的に農地の保全・管理に関わっていく上で有効と考えられる

市民農園が有する利用者組織について，埼玉県北本市の生ごみリサイクル農園の事例をもとに，

運営体制の特徴と可能性を整理した。非農家が部分的，間接的に農家による農地利用を支援する

取り組みについては，①共同管理活動の支援（農地・水・環境保全向上対策，遊休農地管理），②

農作業の支援（農作業ボランティア），③農業経営の支援（契約による農作物栽培，直販）につい

て，非農家が支援をおこなっていく上での利点と課題について整理をおこなった。 

 

結果をもとに，非農家による都市近郊農地の保全・管理を検討していく上で，重要となる地域・

農地を捉える視点して，非農家による保全・管理を受け入れる地域・農地の特徴と，市街地（人

口集中地区，区域区分）との関係の２点に着目し，今後の非農家による都市近郊農地の保全・管

理のあり方について展望した。 
 


